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私学の振興等のための施策 

 

 私立学校は、公立学校と異なり私人の寄付財産等によって成り立っており、その運営も各設置

者が建学の精神に基づき自立的に行っている。 

 現在、都内の学校に在学する児童・生徒のうち、私立学校に在学する割合は、高等学校で５割

を超え、幼稚園で約９割、専修学校・各種学校でほぼ10割となっており、私立学校が都の公教育

に果たす役割は大きい。 

 したがって、都は、都内私立学校の振興のため、学校教育法、私立学校法及び私立学校振興助

成法を基本として各種の事務事業を推進している。 

 主な事業は、次のとおりである。 

１ 私立学校の認可・指導事務 

学校教育法及び私立学校法等に基づき、東京都知事が所轄する私立学校（幼稚園、小学校、

中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、専修学校、各種学校）や学

校法人に関する認可・指導等を行っている。 

２ 私立学校教育への助成事業 

⑴ 私立学校振興助成法等に基づき、私立学校の教育条件の維持・向上、保護者の経済的負担

の軽減とともに経営の健全性を高めることを目的として、東京都知事が所轄する私立の幼稚

園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の経常的経費に対する補助（経常費補助）

を行っている。 

⑵ 保護者の経済的負担の軽減を目的とし、保護者に補助又は貸付を行っている。 

⑶ 学校施設整備に関する補助等、各種補助を行っている。 

３ 東京都育英資金事業 

東京都育英資金条例に基づき、修学意欲のある者の教育を受ける機会の拡充に寄与すること

を目的とする東京都育英資金事業を実施している。 

平成17年度より（公財）東京都私学財団が事業実施主体となっており、都は事業実施に必要

な支援を行っている。 

また、平成16年度までに都が採用した奨学生の返還金については、返還終了まで都がその事

務を担当している。 
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私学の振興等のための施策 
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 したがって、都は、都内私立学校の振興のため、学校教育法、私立学校法及び私立学校振興助

成法を基本として各種の事務事業を推進している。 

 主な事業は、次のとおりである。 

１ 私立学校の認可・指導事務 

学校教育法及び私立学校法等に基づき、東京都知事が所轄する私立学校（幼稚園、小学校、

中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、専修学校、各種学校）や学

校法人に関する認可・指導等を行っている。 

２ 私立学校教育への助成事業 

⑴ 私立学校振興助成法等に基づき、私立学校の教育条件の維持・向上、保護者の経済的負担

の軽減とともに経営の健全性を高めることを目的として、東京都知事が所轄する私立の幼稚

園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の経常的経費に対する補助（経常費補助）
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平成17年度より（公財）東京都私学財団が事業実施主体となっており、都は事業実施に必要
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事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私立学校の認可・指導 私立学校の認可・指導 

経常費補助 

保護者負担軽減補助 私立学校教育助成 

その他補助 

育英資金の貸付・返還事務 東京都育英資金 
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・学校教育法及び私立学校法等に基づき私立学校（幼・小・中・義務教育・高・中等教育・

特別支援・専修・各種）及び学校法人の認可・指導を行う。 

・認可等について諮問する東京都私立学校審議会の運営を行う。 

・東京都所轄の学校法人に対し学校法人会計基準に関する指導を行う。 

・(公財)東京都私学財団が実施する東京都育英資金事業に対する補助を行う。 

・東京都育英資金の返還事務を行う。 

・私立学校振興助成法に基づき、私立の幼・小・中・高（全日・定時）・特別支援・通信制

に対し経常費補助を行う。 

・保護者の経済的負担の軽減を目的とする助成を行う。 

・学校施設設備に関する補助等、各種補助を行う。 
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経常費補助 

保護者負担軽減補助 私立学校教育助成 

その他補助 

育英資金の貸付・返還事務 東京都育英資金 
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・学校教育法及び私立学校法等に基づき私立学校（幼・小・中・義務教育・高・中等教育・

特別支援・専修・各種）及び学校法人の認可・指導を行う。 

・認可等について諮問する東京都私立学校審議会の運営を行う。 

・東京都所轄の学校法人に対し学校法人会計基準に関する指導を行う。 

・(公財)東京都私学財団が実施する東京都育英資金事業に対する補助を行う。 

・東京都育英資金の返還事務を行う。 

・私立学校振興助成法に基づき、私立の幼・小・中・高（全日・定時）・特別支援・通信制

に対し経常費補助を行う。 

・保護者の経済的負担の軽減を目的とする助成を行う。 

・学校施設設備に関する補助等、各種補助を行う。 
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１ 私立学校の認可・指導（私学部私学行政課） 

⑴ 私立学校の公共性と自主性 

私立学校は、公教育機関として国・公立学校と変わりなく公教育の一翼を担っている。す

なわち、私立学校にも国・公立学校と同様に憲法、教育基本法及び学校教育法が適用され、

学校の設置基準も国・公立と私立で変わらない。 

しかし、私立学校は、国・公立と異なり私人の寄付財産等により設立され、その運営も自

立的に行われる性格をもっており、私立学校制度を規定する私立学校法が適用される。 

私立学校法は、私立学校の自主性を尊重するため、国・公立の学校に比べ、所轄庁の権限

を制限するとともに、権限の行使に際しても、教育に関する学識経験者からなる私立学校審

議会の意見を聴かなければならないとしている。 

 

 

教育基本法第６条

教育基本法第10条

教育基本法第12条

④ 就学前の子どもに関する
　 教育、保育等の総合的な
　 提供の推進に関する法律
　 第２条第７項及び第９条
　 に規定する学校
　 　幼保連携型認定こども園

教育 家庭教育
私立学校法
第24条～第63条の2

教育基本法第８条
私立学校法

日本国憲法第26条
教育基本法
学校教育法

② 学校教育法第124条に
　 規定する学校
 　　専修学校

社会教育
　学校法人以外
　の法人等

③ 学校教育法第134条に
　 規定する学校
　 　各種学校

学校教育法第127条（専修学校）
　　同　　附則第６条（幼稚園）
就学前の子どもに関する教育、保育等の
総合的な提供の推進に関する法律第12条
（幼保連携型認定こども園）

※子ども・子育て関連３法改正等（平成
24年８月）により、幼保連携型認定こど
も園が私立学校法上の学校として法的に
位置づけられた。

学校教育 ① 学校教育法第１条に
　 規定する学校
 　　幼稚園、小学校、
 　　中学校、義務教育学校、
 　　高等学校、中等教育学校、
　 　特別支援学校、大学、
 　　高等専門学校

　国・
　地方公共団体

国・公立学校

　学校法人 私立学校

 

⑵ 所轄庁の権限等 

都では、私立学校の設置・廃止・設置者変更等の認可及び学校法人の設立の認可等ととも

に、学則変更、校地・校舎の取得又は処分、学校法人の役員変更届等の受理、その他これら

の事務に伴う指導等を行っている。 

学校教育法及び私立学校法では、所轄庁の権限として、 

① 学校の設置・廃止・設置者変更等の認可（学校教育法第４条、第130条、第134条第２項） 

② 学校の閉鎖命令（学校教育法第13条） 

③ 学校法人の設立認可（私立学校法第31条） 

④ 学校法人の解散命令（私立学校法第62条） 

⑤ 学校法人に対する措置命令（私立学校法第60条第１項） 
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⑥ 学校法人が措置命令に従わないときの役員の解任勧告（私立学校法第60条第９項） 

⑦ 学校法人に対する報告徴収、立入検査（私立学校法第63条） 

⑧ 教育の調査、統計その他に関し必要な報告書の提出を求めること（私立学校法第６条）

等が規定されているが、学校教育法第14条に規定している設備・授業等の変更命令につい

ては、私立学校の自主性の観点から、私立学校には適用されないこととなっている（私

立学校法第５条）。 

なお、これらの私立学校に関する認可事務等のうち、幼稚園、専修学校及び各種学校に

係るもの（外国人を専ら対象とする学校、市地域にある資格免許の指定のある学校及び町

村地域にある学校に係るものを除く。）については、条例により区及び市の処理する事務

としている。 

 

⑶ 東京都私立学校審議会 

私立学校法に基づいて設置されている知事の諮問機関で、私立学校の設置、廃止、設置者

変更等及び学校法人設立の認可等について審議する。また、私立学校に関する重要事項につ

いて知事に建議することができる。 

・設 置 年 度 昭和25年度 

・根拠法令等 私立学校法第９条 

・委 員 数 20人（学識経験者５人、私立学校関係者15人） 

・事 業 実 績（令和元年度）  開催回数 10回 

・答 申 件 数（令和元年度）  52件（設置計画承認を除く。） 

 

⑷ 学校法人会計基準の指導 

私立学校の経理の合理化及び会計処理の適正化を図るため、昭和48年度から学校法人会計

基準（昭和46年文部省令第18号）による会計処理を全面適用し指導を行っている。 

・研修会の実施 年１回 

・現地指導実績（令和元年度） 62法人 

 

⑸ その他 

ア 留学生の違法活動防止対策 

都内の教育機関に在籍する留学生の違法活動を未然に防ぐために、平成15年度から「留

学生の違法活動防止のための連絡協議会」を設置し、関係機関との連携を強化するととも

に、「専門学校・各種学校の留学生受入れ等に係る管理指針」を策定し、留学生の在籍する

学校への調査・指導や講習会等の啓発事業を行っている。 

・「留学生の違法活動防止のための連絡協議会」の構成 

文部科学省、東京出入国在留管理局、警視庁、新宿区、台東区、渋谷区、豊島区、武蔵

野市、東京都、（一財）日本語教育振興協会、（公社）東京都専修学校各種学校協会 
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１ 私立学校の認可・指導（私学部私学行政課） 
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議会の意見を聴かなければならないとしている。 
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就学前の子どもに関する教育、保育等の
総合的な提供の推進に関する法律第12条
（幼保連携型認定こども園）

※子ども・子育て関連３法改正等（平成
24年８月）により、幼保連携型認定こど
も園が私立学校法上の学校として法的に
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 　　中学校、義務教育学校、
 　　高等学校、中等教育学校、
　 　特別支援学校、大学、
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⑵ 所轄庁の権限等 

都では、私立学校の設置・廃止・設置者変更等の認可及び学校法人の設立の認可等ととも

に、学則変更、校地・校舎の取得又は処分、学校法人の役員変更届等の受理、その他これら

の事務に伴う指導等を行っている。 

学校教育法及び私立学校法では、所轄庁の権限として、 

① 学校の設置・廃止・設置者変更等の認可（学校教育法第４条、第130条、第134条第２項） 

② 学校の閉鎖命令（学校教育法第13条） 

③ 学校法人の設立認可（私立学校法第31条） 
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⑥ 学校法人が措置命令に従わないときの役員の解任勧告（私立学校法第60条第９項） 

⑦ 学校法人に対する報告徴収、立入検査（私立学校法第63条） 

⑧ 教育の調査、統計その他に関し必要な報告書の提出を求めること（私立学校法第６条）

等が規定されているが、学校教育法第14条に規定している設備・授業等の変更命令につい

ては、私立学校の自主性の観点から、私立学校には適用されないこととなっている（私

立学校法第５条）。 

なお、これらの私立学校に関する認可事務等のうち、幼稚園、専修学校及び各種学校に

係るもの（外国人を専ら対象とする学校、市地域にある資格免許の指定のある学校及び町

村地域にある学校に係るものを除く。）については、条例により区及び市の処理する事務

としている。 

 

⑶ 東京都私立学校審議会 

私立学校法に基づいて設置されている知事の諮問機関で、私立学校の設置、廃止、設置者

変更等及び学校法人設立の認可等について審議する。また、私立学校に関する重要事項につ

いて知事に建議することができる。 

・設 置 年 度 昭和25年度 

・根拠法令等 私立学校法第９条 

・委 員 数 20人（学識経験者５人、私立学校関係者15人） 

・事 業 実 績（令和元年度）  開催回数 10回 

・答 申 件 数（令和元年度）  52件（設置計画承認を除く。） 

 

⑷ 学校法人会計基準の指導 

私立学校の経理の合理化及び会計処理の適正化を図るため、昭和48年度から学校法人会計

基準（昭和46年文部省令第18号）による会計処理を全面適用し指導を行っている。 

・研修会の実施 年１回 

・現地指導実績（令和元年度） 62法人 

 

⑸ その他 

ア 留学生の違法活動防止対策 

都内の教育機関に在籍する留学生の違法活動を未然に防ぐために、平成15年度から「留

学生の違法活動防止のための連絡協議会」を設置し、関係機関との連携を強化するととも

に、「専門学校・各種学校の留学生受入れ等に係る管理指針」を策定し、留学生の在籍する

学校への調査・指導や講習会等の啓発事業を行っている。 

・「留学生の違法活動防止のための連絡協議会」の構成 

文部科学省、東京出入国在留管理局、警視庁、新宿区、台東区、渋谷区、豊島区、武蔵

野市、東京都、（一財）日本語教育振興協会、（公社）東京都専修学校各種学校協会 

私　
　

学
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イ いじめ防止対策の推進 

いじめ防止対策推進法（平成25年施行）及び東京都いじめ防止対策推進条例（平成26年

施行）に基づき、東京都いじめ防止対策推進基本方針を策定し、連絡協議会の設置等、関

係各局と連携して対応を行っている。 

ウ 子ども・子育て支援新制度（平成27年４月施行） 

子ども・子育て支援新制度とは、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援

を総合的に推進する趣旨から、平成 27 年４月より施行された子ども・子育て支援法等に基

づく制度のことをいい、主なポイントは次のとおりである。 

・認定こども園、幼稚園、保育所及び小規模保育等に対する財政支援の仕組みの共通化（施

設型給付等の創設） 

・認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の認可・指導監督の一本化等） 

・地域の子ども・子育て支援の充実（地域子ども・子育て支援事業の実施） 

都においては、東京都子供・子育て会議の設置（平成25年10月）、東京都子供・子育て支

援総合計画（第２期）（令和２年３月）の策定等を行っている。 

 

〈学校等の体系〉 

職業技術の付与

学校教育法

専修学校 各種学校
一般課程

(入学資格なし) (入学資格なし)

太枠内は、学校教育法第１条に規定する学校（１条校）

の私立学校の所轄庁は東京都

の私立学校の所轄庁は文部科学省

幼稚園

12

6

（高卒対象）

                           　　　 小学校

  高等学校

専門課程

0

15

年齢

高等課程
（中卒対象）

3

                            　　　中学校

18

※１認定こども園法：就学前の子どもに関する教育、保育

　等の総合的な提供の推進に関する法律

※２大学・短大には、専門職大学・短大を含む。

職業能力開発
促進法

22

大学※2

職

業

能

力

開

発

セ

ン

タ
ー

短大※2 高等
専門
学校

専修学校

専修学校

幼保連携型
認定こども園 保育所

児童福祉法認定こども園法※1

義務教育学校

中等教育学校
(後期課程)

(前期課程)

(前期課程)

(後期課程)
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所轄庁 

所轄庁 私  立  学  校 学 校 法 人 

文部科学大臣 
○大学・短期大学 

○高等専門学校 

左記の学校を設置する法人 

都 知 事 

○小・中・義務教育・高・中等教育・特別支援学

校 

○幼保連携型認定こども園 

○外国人を専ら対象とする各種学校 

○市地域にある教員免許・資格取得の認定又

は指定のある専修・各種学校 

○町村地域にある幼稚園、専修・各種学校 

文部科学大臣所轄の法人以外

の学校法人 

 

区 長 

市 長 
○上記以外の幼稚園、専修・各種学校（※）  

※東京都条例（特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例及び市町村における東京都の事務処理

の特例に関する条例）により、区長及び市長を所轄庁としている。 

 

都内国公私立学校数及び生徒数 (令和元年５月１日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：学校基本調査 

専　修 各　種

全・定 通信制 学　校 学　校

私立 237 9 188 54 815 4 396 156 23 1,882

(%) (55.2) (75.0) (23.4) (4.1) (82.7) (5.7) (97.8) (100.0) (71.9) (44.4)

公立 186 3 6 610 7 1,271 168 62 8 9 2,330

(%) (43.4) (25.0) (75.0) (75.9) (100.0) (95.5) (17.1) (88.6) (2.0) (28.1) (55.0)

国立 6 2 6 6 2 4 1 0 27

(%) (1.4) (25.0) (0.7) (0.5) (0.2) (5.7) (0.2) (0.0) (0.6)

計 429 12 8 804 7 1,331 985 70 405 156 32 4,239

(%) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

私立 173,694 9,218 75,003 25,149 138,333 234 146,433 26,364 4,872 599,300

(%) (56.0) (84.7) (25.0) (4.1) (92.1) (1.7) (98.7) (100.0) (80.6) (37.6)

公立 133,349 1,671 5,587 222,730 6,272 586,114 11,581 12,797 1,928 1,171 983,200

(%) (43.0) (15.3) (79.5) (74.2) (100.0) (95.3) (7.7) (95.0) (1.3) (19.4) (61.7)

国立 3,242 1,441 2,644 3,610 356 433 33 0 11,759

(%) (1.0) (20.5) (0.9) (0.6) (0.2) (3.2) (0.0) (0.0) (0.7)

計 310,285 10,889 7,028 300,377 6,272 614,873 150,270 13,464 148,394 26,364 6,043 1,594,259

(%) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

区
分

高　　校 中等教育
学校

中学校
義務教育

学校
小学校 幼稚園

特別支援
学校

幼保連携型
認定こども

園
合　計

学
　
　
校
　
　
数

児
 
童
 
生
 
徒
 
数

全国の
私立学
校生徒
の割合

32.3% 71.5% 21.2% 7.4% 0.0% 24.2%1.2% 84.9% 0.6% 96.3% 99.6% 87.8%

私　
　

学
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イ いじめ防止対策の推進 

いじめ防止対策推進法（平成25年施行）及び東京都いじめ防止対策推進条例（平成26年

施行）に基づき、東京都いじめ防止対策推進基本方針を策定し、連絡協議会の設置等、関

係各局と連携して対応を行っている。 

ウ 子ども・子育て支援新制度（平成27年４月施行） 

子ども・子育て支援新制度とは、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援

を総合的に推進する趣旨から、平成 27 年４月より施行された子ども・子育て支援法等に基

づく制度のことをいい、主なポイントは次のとおりである。 

・認定こども園、幼稚園、保育所及び小規模保育等に対する財政支援の仕組みの共通化（施

設型給付等の創設） 

・認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の認可・指導監督の一本化等） 

・地域の子ども・子育て支援の充実（地域子ども・子育て支援事業の実施） 

都においては、東京都子供・子育て会議の設置（平成25年10月）、東京都子供・子育て支

援総合計画（第２期）（令和２年３月）の策定等を行っている。 

 

〈学校等の体系〉 

職業技術の付与

学校教育法

専修学校 各種学校
一般課程

(入学資格なし) (入学資格なし)

太枠内は、学校教育法第１条に規定する学校（１条校）

の私立学校の所轄庁は東京都

の私立学校の所轄庁は文部科学省

幼稚園

12

6

（高卒対象）

                           　　　 小学校

  高等学校

専門課程

0

15

年齢

高等課程
（中卒対象）

3

                            　　　中学校

18

※１認定こども園法：就学前の子どもに関する教育、保育

　等の総合的な提供の推進に関する法律

※２大学・短大には、専門職大学・短大を含む。

職業能力開発
促進法

22

大学※2

職

業

能

力

開

発

セ

ン

タ
ー

短大※2 高等
専門
学校

専修学校

専修学校

幼保連携型
認定こども園 保育所

児童福祉法認定こども園法※1

義務教育学校

中等教育学校
(後期課程)

(前期課程)

(前期課程)

(後期課程)
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所轄庁 

所轄庁 私  立  学  校 学 校 法 人 

文部科学大臣 
○大学・短期大学 

○高等専門学校 

左記の学校を設置する法人 

都 知 事 

○小・中・義務教育・高・中等教育・特別支援学

校 

○幼保連携型認定こども園 

○外国人を専ら対象とする各種学校 

○市地域にある教員免許・資格取得の認定又

は指定のある専修・各種学校 

○町村地域にある幼稚園、専修・各種学校 

文部科学大臣所轄の法人以外

の学校法人 

 

区 長 

市 長 
○上記以外の幼稚園、専修・各種学校（※）  

※東京都条例（特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例及び市町村における東京都の事務処理

の特例に関する条例）により、区長及び市長を所轄庁としている。 

 

都内国公私立学校数及び生徒数 (令和元年５月１日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：学校基本調査 

専　修 各　種

全・定 通信制 学　校 学　校

私立 237 9 188 54 815 4 396 156 23 1,882

(%) (55.2) (75.0) (23.4) (4.1) (82.7) (5.7) (97.8) (100.0) (71.9) (44.4)

公立 186 3 6 610 7 1,271 168 62 8 9 2,330

(%) (43.4) (25.0) (75.0) (75.9) (100.0) (95.5) (17.1) (88.6) (2.0) (28.1) (55.0)

国立 6 2 6 6 2 4 1 0 27

(%) (1.4) (25.0) (0.7) (0.5) (0.2) (5.7) (0.2) (0.0) (0.6)

計 429 12 8 804 7 1,331 985 70 405 156 32 4,239

(%) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

私立 173,694 9,218 75,003 25,149 138,333 234 146,433 26,364 4,872 599,300

(%) (56.0) (84.7) (25.0) (4.1) (92.1) (1.7) (98.7) (100.0) (80.6) (37.6)

公立 133,349 1,671 5,587 222,730 6,272 586,114 11,581 12,797 1,928 1,171 983,200

(%) (43.0) (15.3) (79.5) (74.2) (100.0) (95.3) (7.7) (95.0) (1.3) (19.4) (61.7)

国立 3,242 1,441 2,644 3,610 356 433 33 0 11,759

(%) (1.0) (20.5) (0.9) (0.6) (0.2) (3.2) (0.0) (0.0) (0.7)

計 310,285 10,889 7,028 300,377 6,272 614,873 150,270 13,464 148,394 26,364 6,043 1,594,259

(%) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

区
分

高　　校 中等教育
学校

中学校
義務教育

学校
小学校 幼稚園

特別支援
学校

幼保連携型
認定こども

園
合　計

学
　
　
校
　
　
数

児
 
童
 
生
 
徒
 
数

全国の
私立学
校生徒
の割合

32.3% 71.5% 21.2% 7.4% 0.0% 24.2%1.2% 84.9% 0.6% 96.3% 99.6% 87.8%

私　
　

学
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２ 私立学校教育助成（私学部私学振興課） 

私立学校の教育条件の維持・向上、保護者の負担軽減、経営の健全化等を図るため各種の助

成を行っている。 

 

私立学校教育助成実績  (単位：千円) 

事   業   名 令和元年度 平成 30 年度 増（△）減 

経常費補助 119,082,009 117,647,584 1,434,425 

 

私立高等学校経常費補助 66,430,301 65,636,035 794,266 

私立中学校経常費補助 25,491,261 25,130,979 360,282 

私立小学校経常費補助 6,503,232 6,383,166 120,066 

私立幼稚園経常費補助 18,696,105 18,678,114 17,991 

私立特別支援学校等経常費補助 1,834,310 1,696,628 137,682 

私立通信制高等学校経常費補助 126,800 122,663 4,138 

保護者負担軽減 39,275,067 34,194,805 5,080,262 

 

私立高等学校等就学支援金 14,774,962 14,923,851 △ 148,889 

私立高等学校等就学支援金学校事務費補助 234,885 223,346 11,539 

私立高等学校等特別奨学金補助 13,923,809 13,665,856 257,953 

私立高等学校等奨学給付金事業費補助 1,103,047 1,085,526 17,521 

私立高等学校定時制及び通信教育振興奨励費補助 1,227 1,077 151 

私立高等学校等入学支度金貸付利子補給 6,721 6,048 672 

私立小中学校等就学支援実証事業 80,880 105,698 △ 24,818 

私立幼稚園等子育て支援施設利用給付事業費補助 5,351,019 0 5,351,019 

私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助 3,769,149 4,148,967 △ 379,818 

私立専修学校修学支援実証研究事業費補助 13,455 15,160 △ 1,706 

私立学校被災生徒等受入支援事業費補助 15,914 19,276 △ 3,362 

その他補助 22,254,760 20,170,232 2,084,528 

 私立幼稚園教育振興事業費補助 956,258 1,015,151 △ 58,893 

 私立幼稚園特別支援教育事業費補助 464,912 435,904 29,008 

 私立幼稚園等特色教育等推進補助 43,420 40,466 2,954 

 私立幼稚園等施設型給付費負担金 5,145,749 3,876,841 1,268,908 

 私立幼稚園預かり保育推進補助 1,059,485 1,081,320 △ 21,835 

 私立幼稚園等一時預かり事業費補助 1,007,142 785,224 221,918 

 私立高等学校都内生就学促進補助 453,343 461,156 △ 7,813 

 私立専修学校教育振興費補助 262,924 277,441 △ 14,517 

 私立専修学校特別支援教育事業費補助 125,235 118,404 6,831 
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事   業   名 令和元年度 平成 30 年度 増（△）減 

 私立専修学校職業実践専門課程推進補助 215,876 191,124 24,752 

 私立外国人学校教育運営費補助 86,188 88,651 △ 2,463 

 私立学校安全対策促進事業費補助 1,749,693 1,778,612 △ 28,920 

 私立高等学校等老朽校舎改築促進事業 989 4,378 △ 3,389 

 私立学校教育振興資金融資利子補給 299,248 335,700 △ 36,452 

 私立学校 ICT 教育環境整備費補助 635,748 606,110 29,638 

 私立専修学校教育環境整備費補助 361,257 351,588 9,669 

 産業・理科教育施設設備整備費補助 43,282 35,706 7,577 

 私立学校省エネ設備等導入事業費補助 1,165,062 886,159 278,903 

 私立幼稚園等環境整備費補助 147,673 152,440 △ 4,767 

 認定こども園整備費等補助 554,753 430,341 124,412 

 私立学校教育研究費補助 70,008 68,431 1,577 

 私立学校退職手当補助 4,015,576 3,980,256 35,321 

 私立学校教職員共済費補助 1,668,058 1,634,934 33,124 

 私立高等学校海外留学推進補助 558,147 531,686 26,461 

 私立学校外国語指導助手活用事業費補助 878,267 816,674 61,593 

 私立学校教員海外派遣研修事業費補助 13,898 13,333 565 

 私立高等学校外部検定試験料補助 272,568 160,035 112,533 

 私立幼稚園等自然体験支援事業費補助 0 12,167 △ 12,167 

計 180,611,835 172,012,621 8,599,215 

※ 四捨五入の関係で端数が合わない場合がある。 

※ 「私立幼稚園等子育て支援施設利用給付事業費補助」は、令和２年度に事業名を「私立幼稚園等施設等利

用費負担金」に変更 

⑴ 経常費補助 

私立学校（高等学校、中学校、小学校、幼稚園等、特別支援学校及び通信制高等学校）を

設置する学校法人及び学校法人化を志向する個人立等の幼稚園の設置者に対し、経常費の一

部を補助している。 

事業区分は、以下のとおり 

経 常 費 補 助 対   象   学   種 

私立高等学校経常費補助 私立高等学校（全日制・定時制） 

私立中学校経常費補助 私立中学校 

私立小学校経常費補助 私立小学校 

私立幼稚園経常費補助 学校法人立幼稚園・学校法人化志向幼稚園 

私立特別支援学校等経常費補助 
特別支援学校、特別支援学級を置く小学校又は中学校 

障害児が２名以上就園する学校法人立幼稚園等 

私立通信制高等学校経常費補助 通信制高等学校 

私　
　

学
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２ 私立学校教育助成（私学部私学振興課） 

私立学校の教育条件の維持・向上、保護者の負担軽減、経営の健全化等を図るため各種の助

成を行っている。 

 

私立学校教育助成実績  (単位：千円) 

事   業   名 令和元年度 平成 30 年度 増（△）減 

経常費補助 119,082,009 117,647,584 1,434,425 

 

私立高等学校経常費補助 66,430,301 65,636,035 794,266 

私立中学校経常費補助 25,491,261 25,130,979 360,282 

私立小学校経常費補助 6,503,232 6,383,166 120,066 

私立幼稚園経常費補助 18,696,105 18,678,114 17,991 

私立特別支援学校等経常費補助 1,834,310 1,696,628 137,682 

私立通信制高等学校経常費補助 126,800 122,663 4,138 

保護者負担軽減 39,275,067 34,194,805 5,080,262 

 

私立高等学校等就学支援金 14,774,962 14,923,851 △ 148,889 

私立高等学校等就学支援金学校事務費補助 234,885 223,346 11,539 

私立高等学校等特別奨学金補助 13,923,809 13,665,856 257,953 

私立高等学校等奨学給付金事業費補助 1,103,047 1,085,526 17,521 

私立高等学校定時制及び通信教育振興奨励費補助 1,227 1,077 151 

私立高等学校等入学支度金貸付利子補給 6,721 6,048 672 

私立小中学校等就学支援実証事業 80,880 105,698 △ 24,818 

私立幼稚園等子育て支援施設利用給付事業費補助 5,351,019 0 5,351,019 

私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助 3,769,149 4,148,967 △ 379,818 

私立専修学校修学支援実証研究事業費補助 13,455 15,160 △ 1,706 

私立学校被災生徒等受入支援事業費補助 15,914 19,276 △ 3,362 

その他補助 22,254,760 20,170,232 2,084,528 

 私立幼稚園教育振興事業費補助 956,258 1,015,151 △ 58,893 

 私立幼稚園特別支援教育事業費補助 464,912 435,904 29,008 

 私立幼稚園等特色教育等推進補助 43,420 40,466 2,954 

 私立幼稚園等施設型給付費負担金 5,145,749 3,876,841 1,268,908 

 私立幼稚園預かり保育推進補助 1,059,485 1,081,320 △ 21,835 

 私立幼稚園等一時預かり事業費補助 1,007,142 785,224 221,918 

 私立高等学校都内生就学促進補助 453,343 461,156 △ 7,813 

 私立専修学校教育振興費補助 262,924 277,441 △ 14,517 

 私立専修学校特別支援教育事業費補助 125,235 118,404 6,831 
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事   業   名 令和元年度 平成 30 年度 増（△）減 

 私立専修学校職業実践専門課程推進補助 215,876 191,124 24,752 

 私立外国人学校教育運営費補助 86,188 88,651 △ 2,463 

 私立学校安全対策促進事業費補助 1,749,693 1,778,612 △ 28,920 

 私立高等学校等老朽校舎改築促進事業 989 4,378 △ 3,389 

 私立学校教育振興資金融資利子補給 299,248 335,700 △ 36,452 

 私立学校 ICT 教育環境整備費補助 635,748 606,110 29,638 

 私立専修学校教育環境整備費補助 361,257 351,588 9,669 

 産業・理科教育施設設備整備費補助 43,282 35,706 7,577 

 私立学校省エネ設備等導入事業費補助 1,165,062 886,159 278,903 

 私立幼稚園等環境整備費補助 147,673 152,440 △ 4,767 

 認定こども園整備費等補助 554,753 430,341 124,412 

 私立学校教育研究費補助 70,008 68,431 1,577 

 私立学校退職手当補助 4,015,576 3,980,256 35,321 

 私立学校教職員共済費補助 1,668,058 1,634,934 33,124 

 私立高等学校海外留学推進補助 558,147 531,686 26,461 

 私立学校外国語指導助手活用事業費補助 878,267 816,674 61,593 

 私立学校教員海外派遣研修事業費補助 13,898 13,333 565 

 私立高等学校外部検定試験料補助 272,568 160,035 112,533 

 私立幼稚園等自然体験支援事業費補助 0 12,167 △ 12,167 

計 180,611,835 172,012,621 8,599,215 

※ 四捨五入の関係で端数が合わない場合がある。 

※ 「私立幼稚園等子育て支援施設利用給付事業費補助」は、令和２年度に事業名を「私立幼稚園等施設等利

用費負担金」に変更 

⑴ 経常費補助 

私立学校（高等学校、中学校、小学校、幼稚園等、特別支援学校及び通信制高等学校）を

設置する学校法人及び学校法人化を志向する個人立等の幼稚園の設置者に対し、経常費の一

部を補助している。 

事業区分は、以下のとおり 

経 常 費 補 助 対   象   学   種 

私立高等学校経常費補助 私立高等学校（全日制・定時制） 

私立中学校経常費補助 私立中学校 

私立小学校経常費補助 私立小学校 

私立幼稚園経常費補助 学校法人立幼稚園・学校法人化志向幼稚園 

私立特別支援学校等経常費補助 
特別支援学校、特別支援学級を置く小学校又は中学校 

障害児が２名以上就園する学校法人立幼稚園等 

私立通信制高等学校経常費補助 通信制高等学校 
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・事業実績（令和元年度） 

私立高等学校経常費補助 235校 

私立中学校経常費補助 183校 

私立小学校経常費補助 54校 

私立幼稚園経常費補助 475園 

私立特別支援学校等経常費補助 239校 

私立通信制高等学校経常費補助  8校 

 

⑵ 保護者負担軽減 

  ア 私立高等学校等就学支援金 

「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に基づき、都内の私立高等学校等に通う

生徒の授業料について、高等学校等就学支援金として一定額を助成している。 

また、平成29年度からは、高等学校等を中途退学した者が再び学び直す場合に、就学支

援金の支給期間経過後も継続して授業料の助成を行う私立高等学校等学び直し支援金を実

施している。 

なお、高等学校等就学支援金及び学び直し支援金は学校設置者が代理受領する。 

    ・事業実績（令和元年度） 

 高等学校等就学支援金 86,708人（月別受給者数の年間平均） 

 学び直し支援金      470人（月別受給者数の年間平均） 

イ 私立高等学校等就学支援金学校事務費補助 

高等学校等就学支援金の支給に伴う私立学校の事務負担を軽減するため、支給対象校に

対して事務費を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  246設置者 

ウ 私立高等学校等特別奨学金補助 

私立高等学校等に在学する生徒の保護者に対し授業料軽減助成を実施している（公財）

東京都私学財団に対して補助している。 

平成29年度より、年収約760万円未満の世帯まで高等学校等就学支援金と合わせて都内私

立高等学校平均授業料まで支援することとし、補助単価を拡充している。 

平成30年度より、東京都認可の通信制高等学校や、生徒が学校の指定する都外の寮など

に移り住む場合も補助の対象としている。 

令和２年度より、対象を年収約760万円未満の世帯から年収約910万円未満の世帯まで拡

大した。また、年収約910万円を上回る世帯でも、扶養する23歳未満の子が３人以上いる場

合には、公立高校授業料額の半額相当を補助する。 

・事業実績（令和元年度）  

都内校：51,990人（うち通信制：894人） 都外校：5,481人  計：57,471人 
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エ 私立高等学校等奨学給付金事業費補助 

私立高等学校等に在学する生徒の保護者の授業料以外の教育費負担を軽減するため、私

立高等学校等奨学給付金助成事業を実施する（公財）東京都私学財団に対し補助を行う。 

・事業実績（令和元年度） 9,905 人 

各補助制度の生徒一人当たり補助単価（令和２年度） 

対象世帯 就学支援金 特別奨学金 奨学給付金 

生活保護世帯 

396,000 円  65,000 円 

52,600 円 

年収約 270 万円未満の世帯 103,500 円※ 

年収約 590 万円未満の世帯 - 

年収約 910 万円未満の世帯 118,800 円 342,200 円 - 

多子世帯 -  59,400 円 - 

※第２子以降（申請対象となる高校生等の他に、通信制の高校生等又は中学生以外の 

15 歳以上 23 歳未満の扶養されている者がいる世帯）138,000 円 

オ 私立高等学校定時制及び通信教育振興奨励費補助 

生徒の修学条件の改善を図るため、都内に私立高等学校定時制課程又は通信制課程を設

置し、かつ、当該課程に在学する勤労生徒に対し教科書及び学習書給与事業を実施してい

る学校法人に対し、その事業に要した費用の一部を補助している。 

平成23年度より（公財）東京都私学財団で事業実施し、都は同財団に対して補助している。 

・事業実績（令和元年度） 教科書学習書給与事業  延べ2,447冊 

カ 私立高等学校等入学支度金貸付利子補給 

私立高等学校等に入学する生徒の保護者の負担を軽減するため、入学支度金の無利息貸

出を行っている私立高等学校、私立中等教育学校後期課程、私立特別支援学校高等部、私

立高等専門学校及び私立専修学校高等課程（３年制課程）に対し、貸出原資を貸し出して

いる。都は、平成11年度から（公財）東京都私学財団が私立高等学校等へ貸し付けるため

に銀行から借り入れた原資に対し、利子補給を行っている。 

なお、平成29年度より、生徒一人当たり貸付額を20万円から25万円へ引き上げた。 

・事業実績（令和元年度） 635人 

  キ 私立小中学校等就学支援実証事業 

    国の「私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する実証事業」を受けて、都

内の私立小中学校等に通う児童生徒について、授業料負担軽減を行いつつ、義務教育にお

いて私立学校を選択している理由や家庭の経済状況などについて実態把握のための調査を

行う。     

・事業実績（令和元年度） 814人 

ク 私立幼稚園等施設等利用費負担金 

令和元年10月からの幼児教育・保育の無償化の実施に伴い、子ども・子育て支援新制度

に移行していない幼稚園等で、区市町村の確認を受けたものを対象とする子育てのための
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・事業実績（令和元年度） 

私立高等学校経常費補助 235校 

私立中学校経常費補助 183校 

私立小学校経常費補助 54校 

私立幼稚園経常費補助 475園 

私立特別支援学校等経常費補助 239校 

私立通信制高等学校経常費補助  8校 

 

⑵ 保護者負担軽減 

  ア 私立高等学校等就学支援金 

「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に基づき、都内の私立高等学校等に通う

生徒の授業料について、高等学校等就学支援金として一定額を助成している。 

また、平成29年度からは、高等学校等を中途退学した者が再び学び直す場合に、就学支

援金の支給期間経過後も継続して授業料の助成を行う私立高等学校等学び直し支援金を実

施している。 

なお、高等学校等就学支援金及び学び直し支援金は学校設置者が代理受領する。 

    ・事業実績（令和元年度） 

 高等学校等就学支援金 86,708人（月別受給者数の年間平均） 

 学び直し支援金      470人（月別受給者数の年間平均） 

イ 私立高等学校等就学支援金学校事務費補助 

高等学校等就学支援金の支給に伴う私立学校の事務負担を軽減するため、支給対象校に

対して事務費を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  246設置者 

ウ 私立高等学校等特別奨学金補助 

私立高等学校等に在学する生徒の保護者に対し授業料軽減助成を実施している（公財）

東京都私学財団に対して補助している。 

平成29年度より、年収約760万円未満の世帯まで高等学校等就学支援金と合わせて都内私

立高等学校平均授業料まで支援することとし、補助単価を拡充している。 

平成30年度より、東京都認可の通信制高等学校や、生徒が学校の指定する都外の寮など

に移り住む場合も補助の対象としている。 

令和２年度より、対象を年収約760万円未満の世帯から年収約910万円未満の世帯まで拡

大した。また、年収約910万円を上回る世帯でも、扶養する23歳未満の子が３人以上いる場

合には、公立高校授業料額の半額相当を補助する。 

・事業実績（令和元年度）  

都内校：51,990人（うち通信制：894人） 都外校：5,481人  計：57,471人 
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エ 私立高等学校等奨学給付金事業費補助 

私立高等学校等に在学する生徒の保護者の授業料以外の教育費負担を軽減するため、私

立高等学校等奨学給付金助成事業を実施する（公財）東京都私学財団に対し補助を行う。 

・事業実績（令和元年度） 9,905 人 

各補助制度の生徒一人当たり補助単価（令和２年度） 

対象世帯 就学支援金 特別奨学金 奨学給付金 

生活保護世帯 

396,000 円  65,000 円 

52,600 円 

年収約 270 万円未満の世帯 103,500 円※ 

年収約 590 万円未満の世帯 - 

年収約 910 万円未満の世帯 118,800 円 342,200 円 - 

多子世帯 -  59,400 円 - 

※第２子以降（申請対象となる高校生等の他に、通信制の高校生等又は中学生以外の 

15 歳以上 23 歳未満の扶養されている者がいる世帯）138,000 円 

オ 私立高等学校定時制及び通信教育振興奨励費補助 

生徒の修学条件の改善を図るため、都内に私立高等学校定時制課程又は通信制課程を設

置し、かつ、当該課程に在学する勤労生徒に対し教科書及び学習書給与事業を実施してい

る学校法人に対し、その事業に要した費用の一部を補助している。 

平成23年度より（公財）東京都私学財団で事業実施し、都は同財団に対して補助している。 

・事業実績（令和元年度） 教科書学習書給与事業  延べ2,447冊 

カ 私立高等学校等入学支度金貸付利子補給 

私立高等学校等に入学する生徒の保護者の負担を軽減するため、入学支度金の無利息貸

出を行っている私立高等学校、私立中等教育学校後期課程、私立特別支援学校高等部、私

立高等専門学校及び私立専修学校高等課程（３年制課程）に対し、貸出原資を貸し出して

いる。都は、平成11年度から（公財）東京都私学財団が私立高等学校等へ貸し付けるため

に銀行から借り入れた原資に対し、利子補給を行っている。 

なお、平成29年度より、生徒一人当たり貸付額を20万円から25万円へ引き上げた。 

・事業実績（令和元年度） 635人 

  キ 私立小中学校等就学支援実証事業 

    国の「私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する実証事業」を受けて、都

内の私立小中学校等に通う児童生徒について、授業料負担軽減を行いつつ、義務教育にお

いて私立学校を選択している理由や家庭の経済状況などについて実態把握のための調査を

行う。     

・事業実績（令和元年度） 814人 

ク 私立幼稚園等施設等利用費負担金 

令和元年10月からの幼児教育・保育の無償化の実施に伴い、子ども・子育て支援新制度

に移行していない幼稚園等で、区市町村の確認を受けたものを対象とする子育てのための
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施設等利用給付が創設された。そのうち、私立幼稚園等に対して区市町村が支給する子育

てのための施設等利用費の一部を、都が負担する。 

・事業実績（令和元年度） 新制度未移行園106,992人、預かり保育29,188人 

ケ 私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助 

私立幼稚園等に在籍する幼児の保護者の経費負担軽減のため、私立幼稚園等に在籍する

幼児の保護者に対して区市町村が行う保護者負担軽減事業に係る経費の一部を補助してい

る。 

令和２年度の補助単価は、生活保護世帯及び区市町村民税所得割課税額が一定基準以下

でひとり親世帯は年額74,400円、区市町村民税非課税世帯、区市町村民税所得割非課税世

帯及び区市町村民税所得割課税額が一定基準以下でひとり親世帯は年額38,400円、区市町

村民税所得割課税額が一定額以上の世帯は一律に年額21,600円としている（いずれも第１

子の場合）。 

なお、都が認定する幼稚園類似の幼児施設に在籍する幼児の保護者については、上記の

他に一定額の補助単価を設けている。 

・事業実績（令和元年度）  延べ1,266,416人 

コ 私立専修学校授業料等減免費用負担金 

「大学等における修学の支援に関する法律」に基づき、修学支援の対象機関（確認校）と

なっている専修学校（専門課程）に在学する、住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の

学生への授業料及び入学金の減免を行った専修学校に対し補助を行う。 

・令和２年度新規事業 

サ 私立専修学校修学支援実証研究事業費補助 

国の「専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業」を受託し、

私立の専修学校専門課程に在籍し、経済的理由により修学困難な生徒に対する授業料補助

や生活設計等に関するアドバイスなどを行う。 

・事業実績（令和元年度） 19校 91人 

シ 私立学校被災生徒等受入支援事業費補助 

東日本大震災又は大規模災害により被災し東京都内の私立学校に転入学した生徒等の保

護者に対して、学用品、修学旅行費などの経費の一部を補助するほか、被災して授業料等

の納付が困難となった生徒等の授業料等を減免した私立学校に対して、その経費の一部を

補助している。 

・事業実績（令和元年度） 

被災生徒等臨時支援金    8人 

被災生徒等授業料等減免補助  41人 
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⑶ その他補助 

ア 私立幼稚園教育振興事業費補助 

都民の幼児教育の場を確保し、私立幼稚園の教育条件の維持向上及び経営の健全化を図

るため、学校教育法附則第６条に規定する幼稚園（学校法人化を志向する幼稚園を除く。）

の設置者に対し、運営費の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  132園 

イ 私立幼稚園特別支援教育事業費補助 

特別支援教育の振興発展を図るため、障害児が通園する私立幼稚園等（私立特別支援学

校等経常費補助の対象となる幼稚園等を除く。）を設置する学校法人等に対し、運営費の

一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  145園 

ウ 私立幼稚園等特色教育等推進補助 

私立幼稚園等における特色ある教育の取組等を推進するため、新制度に移行した園に対

し、経常費補助等の特別補助として実施していた地域教育事業及び保育体験の受入れ事業

について、施設型給付費と別に補助している。 

・事業実績（令和元年度） 91園 

エ 私立幼稚園等施設型給付費負担金 

子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、幼稚園・認定こども園・保育所を通じた共通

の給付制度である施設型給付が創設された。そのうち、新制度に移行する私立幼稚園等に

対し、区市町村が支給する施設型給付費の一部を、都が負担している。 

・事業実績（令和元年度）  新制度移行園（都内） 184園 

オ 私立幼稚園預かり保育推進補助 

少子化の進展及び女性の社会進出、共働き家庭の一般化などに伴う保育ニーズの多様化

に対応するため、教育時間終了後２時間以上、教育時間開始前及び春・夏・冬期の長期休

暇中に自園児を園内で過ごさせる「預かり保育」を実施する私立幼稚園等に対して、その

運営費の一部の補助等を実施している。 

・事業実績（令和元年度）  525園 

カ 私立幼稚園等一時預かり事業費補助 

区市町村から一時預かり事業（幼稚園型）を受託し、家庭において保育を受けることが

困難となった幼児を、一時的に預かる私立幼稚園等に対して、都がその経費の一部を負担

している。 

また、教育時間前後に１日４時間以上かつ平日５日

間、年間 200 日以上の預かり保育を実施する私立幼稚

園を「ＴＯＫＹＯ子育て応援幼稚園」と名付け、都が

園児数に応じた上乗せ補助及び小規模保育施設等と連

携し、卒園児受入れを行う場合の補助を実施している。 
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施設等利用給付が創設された。そのうち、私立幼稚園等に対して区市町村が支給する子育

てのための施設等利用費の一部を、都が負担する。 

・事業実績（令和元年度） 新制度未移行園106,992人、預かり保育29,188人 

ケ 私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助 

私立幼稚園等に在籍する幼児の保護者の経費負担軽減のため、私立幼稚園等に在籍する

幼児の保護者に対して区市町村が行う保護者負担軽減事業に係る経費の一部を補助してい

る。 

令和２年度の補助単価は、生活保護世帯及び区市町村民税所得割課税額が一定基準以下

でひとり親世帯は年額74,400円、区市町村民税非課税世帯、区市町村民税所得割非課税世

帯及び区市町村民税所得割課税額が一定基準以下でひとり親世帯は年額38,400円、区市町

村民税所得割課税額が一定額以上の世帯は一律に年額21,600円としている（いずれも第１

子の場合）。 

なお、都が認定する幼稚園類似の幼児施設に在籍する幼児の保護者については、上記の

他に一定額の補助単価を設けている。 

・事業実績（令和元年度）  延べ1,266,416人 

コ 私立専修学校授業料等減免費用負担金 

「大学等における修学の支援に関する法律」に基づき、修学支援の対象機関（確認校）と

なっている専修学校（専門課程）に在学する、住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の

学生への授業料及び入学金の減免を行った専修学校に対し補助を行う。 

・令和２年度新規事業 

サ 私立専修学校修学支援実証研究事業費補助 

国の「専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業」を受託し、

私立の専修学校専門課程に在籍し、経済的理由により修学困難な生徒に対する授業料補助

や生活設計等に関するアドバイスなどを行う。 

・事業実績（令和元年度） 19校 91人 

シ 私立学校被災生徒等受入支援事業費補助 

東日本大震災又は大規模災害により被災し東京都内の私立学校に転入学した生徒等の保

護者に対して、学用品、修学旅行費などの経費の一部を補助するほか、被災して授業料等

の納付が困難となった生徒等の授業料等を減免した私立学校に対して、その経費の一部を

補助している。 

・事業実績（令和元年度） 

被災生徒等臨時支援金    8人 

被災生徒等授業料等減免補助  41人 
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⑶ その他補助 

ア 私立幼稚園教育振興事業費補助 

都民の幼児教育の場を確保し、私立幼稚園の教育条件の維持向上及び経営の健全化を図

るため、学校教育法附則第６条に規定する幼稚園（学校法人化を志向する幼稚園を除く。）

の設置者に対し、運営費の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  132園 

イ 私立幼稚園特別支援教育事業費補助 

特別支援教育の振興発展を図るため、障害児が通園する私立幼稚園等（私立特別支援学

校等経常費補助の対象となる幼稚園等を除く。）を設置する学校法人等に対し、運営費の

一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  145園 

ウ 私立幼稚園等特色教育等推進補助 

私立幼稚園等における特色ある教育の取組等を推進するため、新制度に移行した園に対

し、経常費補助等の特別補助として実施していた地域教育事業及び保育体験の受入れ事業

について、施設型給付費と別に補助している。 

・事業実績（令和元年度） 91園 

エ 私立幼稚園等施設型給付費負担金 

子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、幼稚園・認定こども園・保育所を通じた共通

の給付制度である施設型給付が創設された。そのうち、新制度に移行する私立幼稚園等に

対し、区市町村が支給する施設型給付費の一部を、都が負担している。 

・事業実績（令和元年度）  新制度移行園（都内） 184園 

オ 私立幼稚園預かり保育推進補助 

少子化の進展及び女性の社会進出、共働き家庭の一般化などに伴う保育ニーズの多様化

に対応するため、教育時間終了後２時間以上、教育時間開始前及び春・夏・冬期の長期休

暇中に自園児を園内で過ごさせる「預かり保育」を実施する私立幼稚園等に対して、その

運営費の一部の補助等を実施している。 

・事業実績（令和元年度）  525園 

カ 私立幼稚園等一時預かり事業費補助 

区市町村から一時預かり事業（幼稚園型）を受託し、家庭において保育を受けることが

困難となった幼児を、一時的に預かる私立幼稚園等に対して、都がその経費の一部を負担

している。 

また、教育時間前後に１日４時間以上かつ平日５日

間、年間 200 日以上の預かり保育を実施する私立幼稚

園を「ＴＯＫＹＯ子育て応援幼稚園」と名付け、都が

園児数に応じた上乗せ補助及び小規模保育施設等と連

携し、卒園児受入れを行う場合の補助を実施している。 
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・事業実績（令和元年度）  207園（うちＴＯＫＹＯ子育て応援幼稚園 108園） 

キ 私立高等学校都内生就学促進補助 

少子化の進展に伴い生徒数が減少する中、都内公立中学校卒業生の就学を促進するため、

私立高等学校が行う広報等の就学活動に要する経費の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  198校 

ク 私立専修学校教育振興費補助 

私立専修学校の教育条件の維持向上及び生徒に係る修学上の経済的負担の軽減等を図る

ため、私立専修学校高等課程の設置者を対象に、その運営費の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  20校 

ケ 私立専修学校特別支援教育事業費補助 

私立専修学校の教育条件の維持向上及び経営の健全化を図るとともに、障害児（者）に

対し、より幅広い教育の機会を提供し、就職促進を図るため、私立専修学校高等課程にお

いて特別支援教育を行っている場合に、その運営費の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  補助対象人数 165人 

コ 私立専修学校職業実践専門課程推進補助 

職業教育の質の向上を図り、多くの専門人材を育成する教育の推進を図るため、専修学

校専門課程のうち、特に職業に関連した企業等との密接な連携を通じ、より実践的な職業

教育を行っている職業実践専門課程に対し、その運営費の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度） 118校 
サ 私立外国人学校教育運営費補助 

外国人学校の教育条件の維持向上及び外国人学校に在学する児童生徒に係る修学上の経

済的負担の軽減等を図るため、私立外国人学校の設置者に対し、運営費の一部を補助して

いる。 

・事業実績（令和元年度）  17校 

シ 私立学校安全対策促進事業費補助 

園児・児童・生徒の学習環境の安全強化を図るため、私立学校における校舎等の耐震診

断、耐震化工事（非構造部材の耐震対策工事を含む。）及びアスベスト対策工事に要する経

費の一部を補助している。 

令和２年度は、私立学校における新型コロナウイルス感染症対策として、保健衛生用品、

感染症対策用備品などの購入経費の補助をしている。 

・事業実績（令和元年度） 

耐震補強工事 ８校   耐震改築工事 ９校   非構造部材耐震対策 53校 

ブロック塀等安全対策 110校   耐震診断 ８校   アスベスト対策 ３校 

ス 私立高等学校等老朽校舎改築促進事業 

老朽校舎等の改築促進及び安全で快適な教育環境の整備を図るため、平成８年度から12

年度まで、（公財）東京都私学財団が私立高等学校設置者に実施した「老朽校舎改築資金貸
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付事業」に対し、都は銀行等借入利息から学校への貸付利息を差し引いた金額を補助した。

また、平成13年度から24年度までは、私立小中高等学校等の設置者が「私立学校施設高度

化推進事業」（国制度）の対象となる借入を行った場合、国の補助に上乗せして利子補給を

行った。 

セ 私立学校教育振興資金融資利子補給 

私立学校における教育環境整備及び経営安定を図るための資金を長期・低利な条件で貸

し付けている（公財）東京都私学財団の銀行借入利息に対して、都は利子補給を行ってい

る。 

平成30年度貸付分より、銀行借入利息から学校への貸付利息を差し引いた額を補助する

こととしている。 

・事業実績（令和元年度）  新規借入 21校 

ソ 私立学校ＩＣＴ教育環境整備費補助 

児童生徒の学習への意欲や関心を高め、学力を向上させるとともに、これからの時代に求

められる情報活用能力を育成するため、補助事業を実施する（公財）東京都私学財団に対

し、その経費を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  206校 

タ 私立専修学校教育環境整備費補助 

私立専修学校の教育の充実と質的向上に資するため、私立専修学校の設置者が行う、高

等課程及び専門課程の教育に必要な設備装置の整備等や、専門課程の自己点検・自己評価

及び第三者評価による検証事業に対する補助を行っている。 

・事業実績（令和元年度） 

教育設備装置 82校   図書等 90校   専修学校評価促進 148校 

チ 産業・理科教育施設設備整備費補助 

産業教育振興法及び理科教育振興法に基づき、私立高等学校等の施設・設備等の充実を

図るため、学校法人が負担する経費について、国と都が一定率を補助している。 

・事業実績（令和元年度） 

産業教育施設設備整備事業    3校 

理科教育設備整備事業     96校 

ツ 私立学校省エネ設備等導入事業費補助 

ＣＯ２削減に取り組む私立学校を支援するため、東京都地球温暖化防止活動推進センタ

ー(（公財）東京都環境公社）が実施する「省エネ診断」を受け、当該診断の結果を踏ま

えて省エネ設備等を導入する私立の幼稚園（幼保連携認定こども園を含む。）、小学校、中

学校、高等学校、特別支援学校及び専修学校（高等課程）に対し、その経費の一部を補助

している。 

・事業実績（令和元年度）  141校、56園 
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・事業実績（令和元年度）  207園（うちＴＯＫＹＯ子育て応援幼稚園 108園） 

キ 私立高等学校都内生就学促進補助 

少子化の進展に伴い生徒数が減少する中、都内公立中学校卒業生の就学を促進するため、

私立高等学校が行う広報等の就学活動に要する経費の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  198校 

ク 私立専修学校教育振興費補助 

私立専修学校の教育条件の維持向上及び生徒に係る修学上の経済的負担の軽減等を図る

ため、私立専修学校高等課程の設置者を対象に、その運営費の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  20校 

ケ 私立専修学校特別支援教育事業費補助 

私立専修学校の教育条件の維持向上及び経営の健全化を図るとともに、障害児（者）に

対し、より幅広い教育の機会を提供し、就職促進を図るため、私立専修学校高等課程にお

いて特別支援教育を行っている場合に、その運営費の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  補助対象人数 165人 

コ 私立専修学校職業実践専門課程推進補助 

職業教育の質の向上を図り、多くの専門人材を育成する教育の推進を図るため、専修学

校専門課程のうち、特に職業に関連した企業等との密接な連携を通じ、より実践的な職業

教育を行っている職業実践専門課程に対し、その運営費の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度） 118校 
サ 私立外国人学校教育運営費補助 

外国人学校の教育条件の維持向上及び外国人学校に在学する児童生徒に係る修学上の経

済的負担の軽減等を図るため、私立外国人学校の設置者に対し、運営費の一部を補助して

いる。 

・事業実績（令和元年度）  17校 

シ 私立学校安全対策促進事業費補助 

園児・児童・生徒の学習環境の安全強化を図るため、私立学校における校舎等の耐震診

断、耐震化工事（非構造部材の耐震対策工事を含む。）及びアスベスト対策工事に要する経

費の一部を補助している。 

令和２年度は、私立学校における新型コロナウイルス感染症対策として、保健衛生用品、

感染症対策用備品などの購入経費の補助をしている。 

・事業実績（令和元年度） 

耐震補強工事 ８校   耐震改築工事 ９校   非構造部材耐震対策 53校 

ブロック塀等安全対策 110校   耐震診断 ８校   アスベスト対策 ３校 

ス 私立高等学校等老朽校舎改築促進事業 

老朽校舎等の改築促進及び安全で快適な教育環境の整備を図るため、平成８年度から12

年度まで、（公財）東京都私学財団が私立高等学校設置者に実施した「老朽校舎改築資金貸
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付事業」に対し、都は銀行等借入利息から学校への貸付利息を差し引いた金額を補助した。

また、平成13年度から24年度までは、私立小中高等学校等の設置者が「私立学校施設高度

化推進事業」（国制度）の対象となる借入を行った場合、国の補助に上乗せして利子補給を

行った。 

セ 私立学校教育振興資金融資利子補給 

私立学校における教育環境整備及び経営安定を図るための資金を長期・低利な条件で貸

し付けている（公財）東京都私学財団の銀行借入利息に対して、都は利子補給を行ってい

る。 

平成30年度貸付分より、銀行借入利息から学校への貸付利息を差し引いた額を補助する

こととしている。 

・事業実績（令和元年度）  新規借入 21校 

ソ 私立学校ＩＣＴ教育環境整備費補助 

児童生徒の学習への意欲や関心を高め、学力を向上させるとともに、これからの時代に求

められる情報活用能力を育成するため、補助事業を実施する（公財）東京都私学財団に対

し、その経費を補助している。 

・事業実績（令和元年度）  206校 

タ 私立専修学校教育環境整備費補助 

私立専修学校の教育の充実と質的向上に資するため、私立専修学校の設置者が行う、高

等課程及び専門課程の教育に必要な設備装置の整備等や、専門課程の自己点検・自己評価

及び第三者評価による検証事業に対する補助を行っている。 

・事業実績（令和元年度） 

教育設備装置 82校   図書等 90校   専修学校評価促進 148校 

チ 産業・理科教育施設設備整備費補助 

産業教育振興法及び理科教育振興法に基づき、私立高等学校等の施設・設備等の充実を

図るため、学校法人が負担する経費について、国と都が一定率を補助している。 

・事業実績（令和元年度） 

産業教育施設設備整備事業    3校 

理科教育設備整備事業     96校 

ツ 私立学校省エネ設備等導入事業費補助 

ＣＯ２削減に取り組む私立学校を支援するため、東京都地球温暖化防止活動推進センタ

ー(（公財）東京都環境公社）が実施する「省エネ診断」を受け、当該診断の結果を踏ま

えて省エネ設備等を導入する私立の幼稚園（幼保連携認定こども園を含む。）、小学校、中

学校、高等学校、特別支援学校及び専修学校（高等課程）に対し、その経費の一部を補助

している。 

・事業実績（令和元年度）  141校、56園 

私　
　

学

- 139 -



 - 140 - 

テ 私立幼稚園等環境整備費補助 

  幼児教育の質の向上のため、遊具等環境整備を行う私立幼稚園等に対し、経費の一部を

補助している。平成29年度からは、幼稚園教諭等の業務負担軽減を図るため、私立幼稚園

等が園務改善のためのＩＣＴ化促進に要する経費の一部を補助している。 
また、私立幼稚園における新型コロナウイルス感染症対策として、保健衛生用品等の購

入経費や感染症対策の取組徹底による業務量の増加への対応経費について補助をしている。 

・事業実績（令和元年度） 

遊具等環境整備  381園 

園務改善のためのＩＣＴ化促進  38園 

ト 認定こども園整備費等補助 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進を図るため、私立の認定こ

ども園に対して、区市町村が行う開設準備経費等の補助事業について、その経費の一部を

補助している。 

・事業実績（令和元年度）  77園 

ナ 私立学校教育研究費補助 

私立学校教職員の資質の向上及び教育内容の充実を目的に、研修・研究事業を実施して

いる（公財）東京都私学財団に対し、経費の一部を補助している。 

ニ 私立学校退職手当補助 

（公財）東京都私学財団の退職資金事業に参加する会員（学校設置者）の掛金負担を軽

減するため、同財団に対し標準給与月額の総額の36／1,000相当額を補助している。 

ヌ 私立学校教職員共済費補助 

教職員及び学校設置者の長期掛金の負担を軽減するため、日本私立学校振興・共済事業

団に標準給与月額の総額の8／1,000相当額を補助している。 

ネ 私立高等学校海外留学推進補助 

グローバル人材の育成に向けて、生徒の海外留学を推進するため、私立高等学校が行う

留学に参加する生徒に対し、一定の基準により参加費用の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度） 163校 764人 

ノ 私立学校外国語指導助手活用事業費補助 

グローバル人材の育成に向けて、外国語教育の充実を図るため、ＪＥＴプログラム（語

学指導等を行う外国青年招致事業）のうち、ＡＬＴ（外国語指導助手）を活用する私立中

学校、高等学校等に対し、その雇用経費の一部を補助している。 
・事業実績（令和元年度） 198校 183人 

ハ 私立学校教員海外派遣研修事業費補助 

グローバル人材の育成に向けて、教員の国際感覚の醸成及び指導力の向上を図るため、

私立小学校、中学校、高等学校が、自校の教員（中高は５教科（国社数理英）の教員）を、

一定の要件を満たした海外研修に派遣した場合に、その経費の一部を補助している。 
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（平成 30 年度から対象教科を英語科から５教科に拡大） 
・事業実績（令和元年度） ８校 ８人 

 ヒ 私立高等学校外部検定試験料補助 

   グローバル人材の育成に向けて、生徒の英語力向上を図るため、外部検定試験（高等学

校における英語教育レベルを満たし、４技能（聞く、読む、話す、書く）を総合的に測

定でき、学校が教育活動の一環として団体受験を申し込むもの）を行う私立高等学校に

対し、試験料相当額を補助している。 
  ・事業実績（令和元年度） 117校 37,507人 
フ 私立学校の校庭等の芝生化 

都内の私立学校の校庭等の芝生化を推進するため、環境局から執行委任を受け、私立の

幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の校庭等の芝生化に係る事業経費を全額補助してい

る。 

また、平成21年度から芝生化実施後に必要な専門的維持管理作業に要する経費の一部に

ついても補助している。 

・事業実績（令和元年度） １校３園 

 

⑷ 国庫補助に係る法定受託事務 

前記の都補助に伴う事務のほか、都内の私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別

支援学校及び専修学校等に対する各種の国庫補助についての周知、指導、申請書の受理、現

地調査、額の確定等の事務を行っている。 

 事  業  名 令和元年度実績(事業数) 

１ 私立高等学校等施設高機能化整備費  16 

２ 学校体育諸施設補助   0 

３ 私立高等学校産業教育施設整備費   0 

４ 学校給食施設整備費   0 

５ 私立幼稚園施設整備費  5 

６ 私立学校施設整備費〈専修学校関係〉   1 

７ 高等学校産業教育設備整備費   3 

８ 理科教育等設備整備費  96 

９ 特別支援教育設備整備費等   1 

10 私立高等学校等ＩＴ教育設備整備推進事業費  25 

11 私立大学等研究設備整備費〈専修学校関係〉   5 

12 私立高等学校等経常費補助（特別支援教育分）   5 

13 私立高等学校等経常費補助（広域通信制課程分）   8 

14 就園奨励費補助事業（私立幼稚園）  52 

15 私立学校情報機器整備費 ※ - 

16 私立学校情報通信ネットワーク環境施設整備費 ※ - 

17 学校保健特別対策事業費 ※ - 

合   計 217 

※の補助事業は、令和２年度から事務を実施 

私　
　

学
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テ 私立幼稚園等環境整備費補助 

  幼児教育の質の向上のため、遊具等環境整備を行う私立幼稚園等に対し、経費の一部を

補助している。平成29年度からは、幼稚園教諭等の業務負担軽減を図るため、私立幼稚園

等が園務改善のためのＩＣＴ化促進に要する経費の一部を補助している。 
また、私立幼稚園における新型コロナウイルス感染症対策として、保健衛生用品等の購

入経費や感染症対策の取組徹底による業務量の増加への対応経費について補助をしている。 

・事業実績（令和元年度） 

遊具等環境整備  381園 

園務改善のためのＩＣＴ化促進  38園 

ト 認定こども園整備費等補助 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進を図るため、私立の認定こ

ども園に対して、区市町村が行う開設準備経費等の補助事業について、その経費の一部を

補助している。 

・事業実績（令和元年度）  77園 

ナ 私立学校教育研究費補助 

私立学校教職員の資質の向上及び教育内容の充実を目的に、研修・研究事業を実施して

いる（公財）東京都私学財団に対し、経費の一部を補助している。 

ニ 私立学校退職手当補助 

（公財）東京都私学財団の退職資金事業に参加する会員（学校設置者）の掛金負担を軽

減するため、同財団に対し標準給与月額の総額の36／1,000相当額を補助している。 

ヌ 私立学校教職員共済費補助 

教職員及び学校設置者の長期掛金の負担を軽減するため、日本私立学校振興・共済事業

団に標準給与月額の総額の8／1,000相当額を補助している。 

ネ 私立高等学校海外留学推進補助 

グローバル人材の育成に向けて、生徒の海外留学を推進するため、私立高等学校が行う

留学に参加する生徒に対し、一定の基準により参加費用の一部を補助している。 

・事業実績（令和元年度） 163校 764人 

ノ 私立学校外国語指導助手活用事業費補助 

グローバル人材の育成に向けて、外国語教育の充実を図るため、ＪＥＴプログラム（語

学指導等を行う外国青年招致事業）のうち、ＡＬＴ（外国語指導助手）を活用する私立中

学校、高等学校等に対し、その雇用経費の一部を補助している。 
・事業実績（令和元年度） 198校 183人 

ハ 私立学校教員海外派遣研修事業費補助 

グローバル人材の育成に向けて、教員の国際感覚の醸成及び指導力の向上を図るため、

私立小学校、中学校、高等学校が、自校の教員（中高は５教科（国社数理英）の教員）を、

一定の要件を満たした海外研修に派遣した場合に、その経費の一部を補助している。 
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（平成 30 年度から対象教科を英語科から５教科に拡大） 
・事業実績（令和元年度） ８校 ８人 

 ヒ 私立高等学校外部検定試験料補助 

   グローバル人材の育成に向けて、生徒の英語力向上を図るため、外部検定試験（高等学

校における英語教育レベルを満たし、４技能（聞く、読む、話す、書く）を総合的に測

定でき、学校が教育活動の一環として団体受験を申し込むもの）を行う私立高等学校に

対し、試験料相当額を補助している。 
  ・事業実績（令和元年度） 117校 37,507人 
フ 私立学校の校庭等の芝生化 

都内の私立学校の校庭等の芝生化を推進するため、環境局から執行委任を受け、私立の

幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の校庭等の芝生化に係る事業経費を全額補助してい

る。 

また、平成21年度から芝生化実施後に必要な専門的維持管理作業に要する経費の一部に

ついても補助している。 

・事業実績（令和元年度） １校３園 

 

⑷ 国庫補助に係る法定受託事務 

前記の都補助に伴う事務のほか、都内の私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別

支援学校及び専修学校等に対する各種の国庫補助についての周知、指導、申請書の受理、現

地調査、額の確定等の事務を行っている。 

 事  業  名 令和元年度実績(事業数) 

１ 私立高等学校等施設高機能化整備費  16 

２ 学校体育諸施設補助   0 

３ 私立高等学校産業教育施設整備費   0 

４ 学校給食施設整備費   0 

５ 私立幼稚園施設整備費  5 

６ 私立学校施設整備費〈専修学校関係〉   1 

７ 高等学校産業教育設備整備費   3 

８ 理科教育等設備整備費  96 

９ 特別支援教育設備整備費等   1 

10 私立高等学校等ＩＴ教育設備整備推進事業費  25 

11 私立大学等研究設備整備費〈専修学校関係〉   5 

12 私立高等学校等経常費補助（特別支援教育分）   5 

13 私立高等学校等経常費補助（広域通信制課程分）   8 

14 就園奨励費補助事業（私立幼稚園）  52 

15 私立学校情報機器整備費 ※ - 

16 私立学校情報通信ネットワーク環境施設整備費 ※ - 

17 学校保健特別対策事業費 ※ - 

合   計 217 

※の補助事業は、令和２年度から事務を実施 

私　
　

学
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⑸ 東京都私立学校助成審議会 

東京都私立学校助成審議会条例に基づいて設置されている知事の附属機関で、私立学校に

対する補助金配分の基本方針その他私立学校の振興助成に関する重要事項を審議している。 

・設 置 年 度 昭和33年度 

・根拠法令等 東京都私立学校助成審議会条例 

・委 員 数 15人 

・事業実績（令和元年度）開催回数  １回 

 

３ 東京都育英資金（私学部私学振興課） 

⑴ 育英資金の貸付 

勉学意欲がありながら経済的理由により修学困難な者に、修学に必要な学資金の一部

（奨学金）を貸付ける事業を行う（公財）東京都私学財団に対し、貸付事業費を補助してい

る。 

平成17年度の新規貸付分以降は、（公財）東京都私学財団に事業を移管して実施し、都は、

平成20年度で貸付事業を終了した。 

・事業実績（令和元年度）  補助金額 0円（※） 

 ※貸付額から（公財）東京都私学財団が収入した返還金の総額を控除した額等を補助対象

としており、貸付額を返還金の総額が上回ったため補助金額が０円となっている。 

貸付月額（令和２年度） 

区分 

学校種別 

貸付月額（円) 

国公立 私 立 

高 等 学 校 18,000 35,000 

高 等 専 門 学 校 18,000 35,000 

専修学校（高等課程) 18,000 35,000 

専修学校（専門課程) 45,000 53,000 

貸付実績の推移 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

貸 付 額 (千円) 2,273,660 2,053,691 1,889,510 1,604,778 1,297,370 1,042,545 

貸 付 人 員 5,706 5,174 4,749 4,042 3,261 2,599 

内 
 

訳 

高校・高専 4,710 4,352 4,015 3,471 2,798 2,239 

専修（高等） 166 144 143 137 136 123 

専修（専門） 830 678 591 434 327 237 

 

⑵ 育英資金の返還 

育英資金の返還は、貸付け終了後６か月据え置き、所定の期間内に年賦又は半年賦の方法

によって返還する。 

なお、都は、平成16年度までに採用した奨学生に対する返還事務を行っている。 
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４ 公益財団法人東京都私学財団の概要 

東京都内の私立学校等の教育振興のため、各種事業を行い、もって都内私立学校教育の充実

と振興を図り、東京都教育文化の高揚に資することを目的として設立 

(平成15年４月、㈶東京都私立学校教育振興会と㈳東京都私学退職金社団が組織統合して財団

法人東京都私学財団として発足。平成23年４月から公益財団法人に移行） 

・ 所在地 東京都新宿区神楽河岸１－１ セントラルプラザ11階 

・ 理事長 清水 哲雄（学校法人鷗友学園理事長） 

・ 役員・評議員  役員23名、評議員26名 

・ 基本財産 1,375,000千円 うち都の出捐金 200,000千円（14.5％） 

・ 事業内容 

都は、財団の事業に対して補助を行うことにより、私学の振興を図っている（カッコ内は都

の補助事業名）。 

①施設設備資金及び運営資金の長期低利な融資 

・振興資金融資事業（私立学校教育振興資金融資利子補給） 

②教育環境等の改善・充実のための助成 

・老朽校舎改築促進対策利子補給事業（私立高等学校等老朽校舎改築促進事業） 

・私立専修学校教育環境整備費助成事業（私立専修学校教育環境整備費補助） 

・私立専修学校等耐震化事業費助成事業（私立学校安全対策促進事業費補助） 

・私立学校非構造部材耐震対策工事費助成事業（私立学校安全対策促進事業費補助） 

・私立学校耐震化普及啓発事業（私立学校安全対策促進事業費補助） 

・私立学校保健衛生用品等購入費助成事業（私立学校安全対策促進事業費補助） 

・私立学校感染症対策用備品購入費助成事業（私立学校安全対策促進事業費補助） 

・私立学校ＩＣＴ教育環境整備費助成事業（私立学校ＩＣＴ教育環境整備費補助） 

・私立学校省エネ設備等導入事業費助成事業（私立学校省エネ設備等導入事業費補助） 

・私立学校外国語指導助手活用事業費助成事業（私立学校外国語指導助手活用事業費補助） 

・私立学校教員海外派遣研修事業費助成事業（私立学校教員海外派遣研修事業費補助） 

・私立高等学校外部検定試験料助成事業（私立高等学校外部検定試験料補助） 

③都民の教育費負担を軽減するための融資及び助成 

・入学支度金貸付資金融資事業（私立高等学校等入学支度金貸付利子補給） 

・私立高等学校等授業料軽減助成金事業（私立高等学校等特別奨学金補助） 

・私立高等学校等奨学給付金助成事業（私立高等学校等奨学給付金事業費補助） 

・私立高等学校定時制及び通信教育振興奨励費助成事業（私立高等学校定時制及び通信教育

振興奨励費補助） 

・東京都育英資金貸付事業（育英資金事業費補助） 

・私立高等学校海外留学推進助成事業（私立高等学校海外留学推進補助） 
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⑸ 東京都私立学校助成審議会 

東京都私立学校助成審議会条例に基づいて設置されている知事の附属機関で、私立学校に

対する補助金配分の基本方針その他私立学校の振興助成に関する重要事項を審議している。 

・設 置 年 度 昭和33年度 

・根拠法令等 東京都私立学校助成審議会条例 

・委 員 数 15人 

・事業実績（令和元年度）開催回数  １回 

 

３ 東京都育英資金（私学部私学振興課） 

⑴ 育英資金の貸付 

勉学意欲がありながら経済的理由により修学困難な者に、修学に必要な学資金の一部

（奨学金）を貸付ける事業を行う（公財）東京都私学財団に対し、貸付事業費を補助してい

る。 

平成17年度の新規貸付分以降は、（公財）東京都私学財団に事業を移管して実施し、都は、

平成20年度で貸付事業を終了した。 

・事業実績（令和元年度）  補助金額 0円（※） 

 ※貸付額から（公財）東京都私学財団が収入した返還金の総額を控除した額等を補助対象

としており、貸付額を返還金の総額が上回ったため補助金額が０円となっている。 

貸付月額（令和２年度） 

区分 

学校種別 

貸付月額（円) 

国公立 私 立 

高 等 学 校 18,000 35,000 

高 等 専 門 学 校 18,000 35,000 

専修学校（高等課程) 18,000 35,000 

専修学校（専門課程) 45,000 53,000 

貸付実績の推移 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

貸 付 額 (千円) 2,273,660 2,053,691 1,889,510 1,604,778 1,297,370 1,042,545 

貸 付 人 員 5,706 5,174 4,749 4,042 3,261 2,599 

内 
 

訳 

高校・高専 4,710 4,352 4,015 3,471 2,798 2,239 

専修（高等） 166 144 143 137 136 123 

専修（専門） 830 678 591 434 327 237 
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④教職員の退職金支給に必要な資金の交付 

・教職員退職資金事業（私立学校退職手当補助） 

⑤教職員に対する研修会及び公開講座の企画及び実施 

・教職員研修事業（私立学校教育研究費補助） 

・公開講座事業 

・海外研修事業 

⑥学校教育に関する調査研究、助成及び普及啓発 

・教育調査研究事業 

・私立学校研究助成事業（私立学校教育研究費補助） 

・私学資料管理事業 

⑦学校経営に関する相談及び助言 

・経営相談事業 

・建築相談事業 

⑧学校等が行う教育活動振興のための支援及び助成 

・教育活動支援事業 

・教育振興表彰事業 

・私学情報提供事業 
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